
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
アンテナと、アンテナフィーダと、そのアンテナフィーダからの信号が入力され、制御信
号により切り替えられる第１信号切替手段と、その第１信号切替手段の一方に接続された
第１受信帯域フィルタと、その第１受信帯域フィルタに接続された第１受信低雑音増幅器
と、その第１受信低雑音増幅器の出力側に設けられ、制御信号により切り替えられる第２
信号切替手段と、その第２信号切替手段よりの出力信号を出力する出力端子と、上記第１
信号切替手段のもう一方の接続端子に接続された第２受信帯域フィルタと、その第２受信
帯域フィルタに接続され、上記第２信号切替手段のもう一方の接続端子に接続された第２
受信低雑音増幅器とを有し、上記第１受信帯域フィルタ及び上記第１受信低雑音増幅器は
熱遮蔽函に封入されて冷却手段により冷却され、上記第１受信低雑音増幅器、冷却手段及
び第２受信低雑音増幅器にそれぞれ第１，第２及び第３電源端子を通して動作電力が供給
される高信頼無線受信機において、
上記第１及び第２受信帯域フィルタの減衰帯域内の周波数を有するパイロット信号を発生
するパイロット信号発生手段と、
上記第１受信帯域フィルタ及び上記第１受信低雑音増幅器の間の経路に挿入された第１パ
イロット信号注入手段と、
上記第２受信帯域フィルタ及び上記第２受信低雑音増幅器の間の経路に挿入された第２パ
イロット信号注入手段と、
上記第１受信低雑音増幅器の出力側と上記第２信号切替手段の間であって、上記熱遮蔽函
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の外側に挿入された第１分配手段と、
上記第２受信低雑音増幅器の出力側と上記第２信号切替手段の間に挿入された第２分配手
段と、
上記第１分配手段より分配された信号より上記パイロット信号のレベルを検出する第１レ
ベル検出手段と、
上記第２分配手段より分配された信号より上記パイロット信号のレベルを検出する第２レ
ベル検出手段と、
上記第１レベル検出手段により検出された上記パイロット信号のレベルとあらかじめ設定
されたしきい値とを比較し、上記パイロット信号のレベルが上記しきい値よりも低い場合
に、上記第１及び第２信号切替手段を切り替えるとともに第１警報信号を送出し、また、
上記第２レベル検出手段により検出された上記パイロット信号のレベルと上記しきい値と
を比較し、上記パイロット信号のレベルが上記しきい値よりも低い場合に、第２警報信号
を送出する制御手段と、
上記制御手段に設けられた上記第１及び第２信号切替手段を手動で切り替える手動切替手
段とを具備し、
上記第１受信帯域フィルタは超電導材料で構成され、上記冷却手段により超電導状態とさ
れていることを特徴とする高信頼無線受信機。
【請求項２】
請求項１において、上記第１及び第３電源端子の代わりに共通の電源端子を設け、その共
通の電源端子から供給される電力を電源分配手段により上記第１及び第２受信低雑音増幅
器に供給することを特徴とする高信頼無線受信機。
【請求項３】
請求項２において、上記第２電源端子を削除し、上記電力分配手段から上記冷却手段にも
動作電力を供給することを特徴とする高信頼無線受信機。
【請求項４】
請求項１において、上記第１及び第３電源端子が削除され、
上記第２信号切替手段と上記出力端子との間に挿入され、上記出力端子を介して供給され
た動作電力を高周波の受信信号より分離する電力分離フィルタと、
上記電力分離フィルタにより分離された電力を安定化して上記第１及び第２受信低雑音増
幅器へ供給する電力安定化手段が設けられていることを特徴とする高信頼無線受信機。
【請求項５】
請求項４において、上記第２電源端子を削除し、上記電力安定化手段から上記冷却手段に
も動作電力を供給することを特徴とする高信頼無線受信機。
【請求項６】
請求項１乃至５の何れかにおいて、上記熱遮蔽函内の温度を検出する温度検出手段を設け
、
上記制御手段は、上記温度検出手段により上記熱遮蔽函内の温度情報を得、その温度情報
があらかじめ定められた温度以上のとき、上記第１及び第２信号切替手段を切り替えると
ともに、第３警報信号を送出することを特徴とする高信頼無線受信機。
【請求項７】
請求項６において、上記温度検出手段は上記熱遮蔽函内の上記第１受信帯域フィルタ、第
１受信低雑音増幅器または冷却手段の冷却部材の温度を検出することを特徴とする高信頼
無線受信機。
【請求項８】
請求項１乃至７の何れかの高信頼無線受信機において、上記第１及び第２レベル検出手段
の代わりに共通のレベル検出手段を設けるとともに、上記第１及び第２分配手段よりの信
号を切り替えて上記共通のレベル検出手段に供給する第３信号切替手段を設けたことを特
徴とする高信頼無線受信機。
【請求項９】
請求項１乃至７の何れかの高信頼無線受信機において、上記超電導材料は高温超電導体で
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構成されることを特徴とする高信頼無線受信機。
【請求項１０】
請求項１乃至７の何れかの高信頼無線受信機において、上記アンテナフィーダが省略され
て、上記アンテナが装置筐体に直結されていることを特徴とする高信頼無線受信機。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、例えば移動通信や衛星通信等の基地局受信装置に適用され、高周波受信部を冷
却して、所望の信号を受信する高信頼無線受信機に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来の高信頼無線受信機の基本構成を図１０に示す。この従来の高信頼無線受信機は、ア
ンテナ１と、アンテナ１で受信された信号を伝送するためのアンテナフィーダ２と、アン
テナ２の出力を切り替える第１切替手段（ＳＷ）３と、第１ＳＷ３の一方に接続された、
所望の帯域の信号を選択する第１受信帯域フィルタ（ＲＸＦ）４と、第１ＲＸＦ４の出力
を所望のレベルまで低雑音で増幅する第１受信低雑音増幅器（ＲＡ）５と、第１ＲＡ５の
出力信号が一方の入力端に入力される第２切替手段（ＳＷ）６と、第２ＳＷ６により出力
される信号を出力するための出力端子７とを備えている。第２ＳＷ６の端子のうち、出力
端子７と接続されていない端子は終端器８及び９で終端されている。
【０００３】
第１ＲＸＦ４及び第１ＲＡ５は、熱遮蔽函１０に封入され、外部と断熱されるとともに、
冷却手段１１により冷却される。さらに、第１ＲＡ５に電力を供給するための第１の電源
端子１２と冷却手段１１に電力を供給するための第２の電源端子１３がそれぞれ設けられ
る。ここで図示していないが、第１ＲＸＦ４と第１ＲＡ５との間で整合をとるために、両
者の間にアイソレータを設ける場合もある。
【０００４】
また、第１ＳＷ３のもう一方の端子に接続された、第２受信帯域フィルタ（ＲＸＦ）１４
と、第２ＲＸＦ１４の出力信号を所望のレベルまで増幅する第２受信低雑音増幅器（ＲＡ
）１５が設けられ、第２ＲＡ１５の出力信号は第２ＳＷ６のもう一方の入力端子に入力さ
れる。ここで、第２ＲＸＦ１４及び第２ＲＡ１５の周波数帯域は、第１ＲＸＦ４及び第１
ＲＡ５のそれらと同一である。第２ＲＡ１５には第３電源端子１６を通して電力が供給さ
れ、第１ＳＷ３及び第２ＳＷ６は制御端子１７を通して入力される制御信号により実線ま
たは点線の位置に同時に切り替えられる。通常は第１ＳＷ３及び第２ＳＷ６とも実線のよ
うに接続される。また、上記の第１ＳＷ３，熱遮蔽函１０，冷却手段１１，第２ＳＷ６，
第２ＲＸＦ１４及び第２ＲＡ１５は筐体１８に収納される。
【０００５】
第１ＲＸＦ４及び第１ＲＡ５は、例えばデュワー瓶等の熱遮蔽函１０に封入され、冷却手
段１１の冷却部材１１ａにより、例えば数１０Ｋ程度といった極めて低い温度に長時間安
定して冷却される。ここで冷却手段１１は、例えばヘリウムガスの圧縮・膨張による熱交
換サイクルを利用する極低温冷凍機で構成され、これらは市販の製品を利用することがで
きる。
【０００６】
このように、第１ＲＸＦ４及び第１ＲＡ５を長時間安定して極限的に冷却することにより
、第１ＲＸＦ４及び第１ＲＡ５で発生する熱雑音を極限的に低減するとともに、第１ＲＸ
Ｆ４を構成する段数を増やしても低温のため損失分が少なくてすむので減衰特性を急峻に
することができる。その結果、図１０に示した構成を用いることにより、低いレベルの受
信信号に対しても、例えば規定されたＣ／Ｎ比（搬送波電力／雑音電力）の受信出力を得
ることができる。また、規定されたＣ／Ｎ比受信出力を得るのに必要な送信側の送信電力
が小さくて済む。
【０００７】
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次に、この高信頼無線受信機の動作について説明する。第１ＲＡ５で動作異常が発生する
と、出力端子７から伝送される受信信号が著しく劣化するか、或いは受信不能という状態
に陥る。そこで、例えば出力端子７よりの受信信号を屋内装置（図示せず）で監視し、受
信信号が著しく劣化しているか、または、受信不能であると判断される場合、屋内装置か
ら制御端子１７を通じて制御信号を送出し、第１ＳＷ３及び第２ＳＷ６が共に点線の状態
となるように切り替える。このとき、アンテナ１よりの信号は第２ＲＸＦ１４及び第２Ｒ
Ａ１５を通じて出力端子７に供給される。つまり、第１ＲＸＦ４及び第１ＲＡ５の予備系
である第２ＲＸＦ１４及び第２ＲＡ１５を通して信号が受信されることになる。第２ＲＸ
Ｆ１４及び第２ＲＡ１５は冷却されない構成となっており、第１ＲＸＦ４及び第１ＲＡ５
の場合と比較すると冷却による雑音指数の改善効果はないものの、安価で簡素に構成でき
、かつ受信不能という状態を回避することが可能となる。
【０００８】
【発明が解決しようとする課題】
従来の高信頼無線受信機において、第１ＲＡ５に障害が発生した場合の動作異常検出方法
として、出力端子７よりの受信信号のレベルを観測し、そのレベルの低下をもって動作異
常と判断する方法がある。しかし、このような受信信号のレベルに依存する動作異常検出
機能は、例えば送受信設備が移動しない固定回線では、受信信号のレベルが一定であるこ
とから受信信号のレベルの低下により第１ＲＡ５の動作異常を検出することができるが、
携帯・自動車電話等の移動通信方式用基地局装置では、通信相手が常に移動しているため
に受信信号レベルが大きく変化するので、第１ＲＡ５の動作異常を受信信号のレベルの低
下により検出することはできないという問題があった。
【０００９】
また、従来の高信頼無線受信機においては、冷却手段１１で発生する障害を直接検出する
ことができないだけでなく、第１ＲＡ５に障害が発生した場合に予備系として動作する第
２ＲＡ１５に関して、それが正常であるかどうか、すなわち予備系として正しく機能する
かどうかを確認する手段がないという問題があった。
【００１０】
本発明の目的は、高信頼無線受信機の第１ＲＡ５または冷却手段１１に障害が発生した場
合に、確実に予備系統に切り替えることにより受信不能となる状態を回避することができ
るとともに、予備系である第２ＲＡ１５の動作を監視することのできる高信頼無線受信機
を提供することにある。
【００１１】
【課題を解決するための手段】
（１）請求項１の発明は、アンテナと、アンテナフィーダと、そのアンテナフィーダから
の信号が入力され、制御信号により切り替えられる第１信号切替手段と、その第１信号切
替手段の一方に接続された第１受信帯域フィルタと、その第１受信帯域フィルタに接続さ
れた第１受信低雑音増幅器と、その第１受信低雑音増幅器の出力側に設けられ、制御信号
により切り替えられる第２信号切替手段と、その第２信号切替手段よりの出力信号を出力
する出力端子と、第１信号切替手段のもう一方の接続端子に接続された第２受信帯域フィ
ルタと、その第２受信帯域フィルタに接続され、第２信号切替手段のもう一方の接続端子
に接続された第２受信低雑音増幅器とを有し、第１受信帯域フィルタ及び第１受信低雑音
増幅器は熱遮蔽函に封入されて冷却手段により冷却され、第１受信低雑音増幅器、冷却手
段及び第２受信低雑音増幅器にそれぞれ第１，第２及び第３電源端子を通して動作電力が
供給される高信頼無線受信機に関する。
【００１２】
請求項１では、第１及び第２受信帯域フィルタの減衰帯域内の周波数を有するパイロット
信号を発生するパイロット信号発生手段と、第１受信帯域フィルタ及び第１受信低雑音増
幅器の間の経路に挿入された第１パイロット信号注入手段と、第２受信帯域フィルタ及び
上記第２受信低雑音増幅器の間の経路に挿入された第２パイロット信号注入手段と、第１
受信低雑音増幅器の出力側と第２信号切替手段の間であって、熱遮蔽函の外側に挿入され
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た第１分配手段と、第２受信低雑音増幅器の出力側と第２信号切替手段の間に挿入された
第２分配手段とが設けられる。
【００１３】
また、第１分配手段より分配された信号よりパイロット信号のレベルを検出する第１レベ
ル検出手段と、第２分配手段より分配された信号よりパイロット信号のレベルを検出する
第２レベル検出手段と、第１レベル検出手段により検出されたパイロット信号のレベルと
あらかじめ設定されたしきい値とを比較し、パイロット信号のレベルがしきい値よりも低
い場合に、第１及び第２信号切替手段を切り替えるとともに第１警報信号を送出し、第２
レベル検出手段により検出されたパイロット信号のレベルとしきい値とを比較し、パイロ
ット信号のレベルがしきい値よりも低い場合に、第２警報信号を送出する制御手段と、上
記制御手段内において第１及び第２信号切替手段を手動で切り替える手動切替手段とが設
けられる。
【００１４】
第１受信帯域フィルタは超電導材料で構成され、冷却手段により超電導状態とされている
。
（２）請求項２の発明では、上記（１）において、第１及び第３電源端子の代わりに共通
の電源端子を設け、その共通の電源端子から供給される電力を電源分配手段により分配し
て、第１及び第２受信低雑音増幅器に供給する。
【００１５】
（３）請求項３の発明では、上記（２）の第２電源端子を削除し、上記電力分配手段から
冷却手段にも動作電力を供給する。
（４）請求項４の発明では、上記（１）において、第１及び第３電源端子が削除され、第
２信号切替手段と出力端子との間に挿入され、出力端子を介して供給された動作電力を高
周波の受信信号より分離する電力分離フィルタと、その電力分離フィルタにより分離され
た電力を安定化して第１及び第２受信低雑音増幅器へ供給する電力安定化手段が設けられ
る。
【００１６】
（５）請求項５の発明では、上記（４）において、第２電源端子が削除され、電力安定化
手段から冷却手段にも動作電力を供給する。
（６）請求項６の発明では、上記（１）乃至（５）の何れかにおいて、熱遮蔽函内の温度
を検出する温度検出手段を設け、制御手段は、温度検出手段より熱遮蔽函内の温度情報を
得、その温度情報があらかじめ定められた温度以上のとき、第１及び第２信号切替手段を
切り替えるとともに、第３警報信号を送出する。
【００１７】
（７）請求項７の発明では、上記（６）において、温度検出手段は熱遮蔽函内の第１受信
帯域フィルタ、第１受信低雑音増幅器または冷却手段の冷却部材の温度を検出する。
（８）請求項８の発明では、上記（１）乃至（７）の何れかにおいて、第１及び第２レベ
ル検出手段の代わりに共通のレベル検出手段を設けるとともに、第１及び第２分配手段よ
りの信号を切り替えて共通のレベル検出手段に供給する第３信号切替手段が設けられる。
【００１８】
（９）請求項９の発明では、上記（１）乃至（７）の何れかにおいて、超電導材料は高温
超電導体で構成される。
（１０）請求項１０の発明では、上記（１）乃至（７）の何れかにおいて、アンテナフィ
ーダが省略されて、アンテナが装置筐体に直結される。
【００１９】
【発明の実施の形態】
請求項１の発明の実施例を図１に、図１０と対応する部分に同一の符号を付けて示す。こ
の実施例では、第１ＲＸＦ４及び第２ＲＸＦ１４の減衰帯域の範囲内のパイロット信号を
発生するパイロット信号発生手段２１が熱遮蔽函１０の外側に設けられ、パイロット信号
発生手段２１で発生されたパイロット信号を第１ＲＸＦ４と第１ＲＡ５の間及び第１ＲＸ
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Ｆ１４と第２ＲＡ１５の間にそれぞれ注入する第１パイロット信号注入手段２２及び第２
パイロット信号注入手段２３が設けられる。また、第１ＲＡ５と第２ＳＷ６の間に第１分
配手段２４が設けられ、第２ＲＡ１５と第２ＳＷ６の間に第２分配手段２５が設けられる
。さらに、第１分配手段２４及び第２分配手段２５で分配された信号からパイロット信号
のレベルをそれぞれ検出する第１レベル検出手段２６及び第２レベル検出手段２７が設け
られる。
【００２０】
第１レベル検出手段２６及び第２レベル検出手段２７の出力信号が制御手段２８に入力さ
れる。さらにこの制御手段２８には、手動にて第１ＳＷ３及び第２ＳＷ６を切り替える手
動切替手段２９が設けられる。パイロット信号発生手段２１，第１分配手段２４，第２分
配手段２５，第１レベル検出手段２６，第２レベル検出手段２７及び制御手段２８は１つ
の筐体１８に収納される。
【００２１】
第１ＲＸＦ４は超電導材料で構成され、冷却手段１１による冷却により超電導材料は超電
導状態とされている点が図１０とは異なる。
第１レベル検出手段２６及び第２レベル検出手段２７は選択レベルメータ等が利用できる
。
制御手段２８は、あらかじめ設定されたしきい値電圧を発生する基準電圧発生手段とコン
パレータ等で構成されるか、あるいは基本回路としてのマイクロプロセッサ、Ａ／Ｄ変換
器、ＲＯＭ，ＲＡＭ，Ｄ／Ａ変換器等により構成され、いずれの構成においても、第１レ
ベル検出手段２６及び第２レベル検出手段２７よりの信号を監視しつつ、あらかじめ設定
されたしきい値と比較し、しきい値よりも低い場合には第１ＳＷ３及び第２ＳＷ６を切り
替える、又は／及び、所定の警報信号を送出する機能を有する。
【００２２】
第１ＲＸＦ４は、例えばマイクロストリップラインで構成され、そのマイクロストリップ
ラインを構成するグランド層と信号線とがともに超電導材料で構成され、これらが冷却手
段１１による冷却により超電導状態とされているため、第１ＲＸＦ４にて発生する熱雑音
が著しく小さく、従って受信機の雑音指数が改善される。
【００２３】
次に、本実施例の動作について説明する。パイロット信号発生手段２１で発生されたパイ
ロット信号は第１パイロット信号注入手段２２により注入される。このとき、パイロット
信号の周波数は第１ＲＸＦ４の減衰帯域になるように設定されているから、注入されたパ
イロット信号は第１ＲＸＦ４で反射され、第１ＲＡ５に入力されるのでパイロット信号が
アンテナ１から放射されることはなく、他のシステムに妨害を与える心配はない。パイロ
ット信号が付加された受信信号は第１ＲＡ５で増幅された後、第１分配手段２４で分配さ
れ、第１レベル検出手段２６において、注入されたパイロット信号のレベルが検出される
。この検出されたパイロット信号のレベルが制御手段２８で監視され、あらかじめ設定さ
れたしきい値よりも低い場合には、第１ＳＷ３及び第２ＳＷ６がそれぞれ実線の位置から
点線の位置に切り替えられるとともに、第１ＲＡ５の系統に障害が発生したことを表す第
１警報信号が端子３０を通して出力される。
【００２４】
一方、パイロット信号は第１パイロット信号注入手段と同様に第２パイロット信号注入手
段２３によって注入され、第２ＲＡ１５で増幅された後、第２分配手段２５で分配され、
第２レベル検出手段２７においても、注入されたパイロット信号のレベルが検出される。
この検出されたパイロット信号のレベルが制御手段２８で監視され、あらかじめ設定され
たしきい値よりも低い場合には第２ＲＡ１５の系統に障害が発生したことを表す第２警報
信号が端子３０を通して出力される。
【００２５】
また、手動にて第１ＳＷ３及び第２ＳＷ６を切り替えることができるように手動切替手段
２９が制御手段２８に併せて設けられており、保守・点検時には、保守者がこの手動切替
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手段２９を操作することにより、手動で予備系である第２ＲＸＦ１４及び第２ＲＡ１５の
経路に切り替えられる構成にもなっている。
以上のように、受信信号とは独立したパイロット信号を用い、かつ、パイロット信号のレ
ベルをあらかじめ設定されたしきい値と比較することで、第１ＲＡ５及び第２ＲＡ１５の
動作異常を確実に検出できるとともに障害発生を表す警報信号を送出することができる。
その結果、制御手段２８により、または保守者が手動切替手段２９を操作することにより
予備系に切り替わるので第１ＲＡ５の動作異常時にも、また保守・点検時にも受信不能と
いう状態を回避することができる。
【００２６】
なお、図１おいては、第１パイロット信号注入手段２２を冷却手段１１で冷却しない例を
記載しているが、第１パイロット信号注入手段２２を冷却手段１１により冷却する構成と
してもよい。
図２に示すように、共通の電源端子１２’及び電源分配手段３１を通して第１ＲＡ５及び
第２ＲＡ１５のそれぞれに動作電力を供給するようにしてもよく（請求項２）、この場合
、電源端子を節減することができる。
【００２７】
図３に示すように、共通の電源端子１２’及び電源分配手段３１を通して第１ＲＡ５及び
第２ＲＡ１５の他にさらに冷却手段１１のそれぞれに動作電力を供給するようにしてもよ
く（請求項３）、この場合、さらに電源端子を節減することができる。
図４に示すように、アンテナ１をアンテナフィーダ２を介さずに筐体１８に直結してもよ
い（請求項１０）。このようにアンテナフィーダ２を除去することでアンテナフィーダ２
の損失分を低減することができ、結果として受信機全体の雑音指数を改善できるので、さ
らに受信感度が改善される。図４は図１の実施例を基にしているが、勿論図２、図３の実
施例にも適用できる。
【００２８】
図５は、請求項４の発明による高信頼無線受信機の実施例を示す。この発明では、図１の
実施例と比較して、第１電源端子１２及び第３電源端子１６に代えて、第２ＳＷ６と出力
端子７の間であって筐体１８の内部に電力分離フィルタ４１が設けられていること、また
電力分離フィルタ４１の出力電力を安定化する電力安定化手段４２が熱遮蔽函１０の外側
に設けられている点が異なる。
【００２９】
第１ＲＡ５及び第２ＲＡ１５に電力を供給する方法として、受信信号に直流または低周波
電流を重畳して屋内から送出する方法、すなわち、ファントム給電方法も利用できる。こ
の実施例は、第１ＲＡ５及び第２ＲＡ１５への給電方法として、ファントム給電がなされ
た場合で、出力端子７に接続された伝送線（図示せず）を通じて屋内の受信信号復調手段
などが設けられているところから、直流電流または低周波電流が前記伝送線を通し、出力
端子７から電力分離フィルタ４１へ供給されている。電力分離フィルタ４１は、受信信号
と直流または低周波電流を分離する簡単な分波器で構成される。また、電力安定化手段４
２は電力分離フィルタ４１で分離された直流または低周波電流を安定化させるとともに所
定の電圧の直流を安定に出力する手段であり、ＤＣ－ＤＣコンバータやスイッチング電源
等により構成可能である。このようにすることで、屋内からの電源ケーブルを低減しつつ
、かつ高信頼無線受信機を構成することができるという利点がある。なお、本実施例を図
４に示したようにアンテナフィーダ２を除去し、アンテナ１を筐体１８に直結した構成に
適用してもよい。
【００３０】
図６に示すように、電力安定化手段４２を通してさらに冷却手段１１に動作電力を供給す
るようにしてもよく（請求項５）、この場合、さらに電源端子を節減することができる。
勿論、本実施例を図４に示したようにアンテナフィーダ２を除去し、アンテナ１を筐体１
８に直結した構成に適用してもよい。
図７は請求項６による発明の高信頼無線受信機の実施例を示す。この実施例は図１の実施
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例と比較して熱遮蔽函１０の内部の温度を測定する温度検出手段５１が熱遮蔽函１０の内
部に設けられている点が異なる。
【００３１】
制御手段２８は、第１レベル検出手段２６及び第２レベル検出手段２７よりの検出レベル
だけでなく、温度検出手段５１で検出された熱遮蔽函１０の内部の温度も監視しつつ、温
度検出手段よりの信号があらかじめ設定されたしきい値よりも高くなる場合にも、第１Ｓ
Ｗ及び第２ＳＷ６を共に実線から点線の位置に切り替えるとともに、冷却障害が発生した
ことを表す第３警報信号が端子３０を通して送出されるような構成となっている。
【００３２】
以上のような構成をとることにより、熱遮蔽函１０内の温度情報を得、これが所定値以上
になる場合にも、予備の受信系統に切り替わるので受信不能という状態を回避することが
できるとともに、障害発生を表す警報信号を送出することができる。
なお、図７では図１の構成例を基にしているが、図２乃至図６に示す構成例を基にしても
同様の効果が得られる。
【００３３】
図８は請求項７による発明の高信頼無線受信機の実施例を示す。この実施例では、図７の
実施例と比較して、図８（Ａ）は第１ＲＸＦ４の、図８（Ｂ）は第１ＲＡ５の、図８（Ｃ
）は冷却部材１１ａの温度をそれぞれ直接検出する点が異なる。このような構成をとるこ
とにより冷却対象である第１ＲＸＦ４，第１ＲＡ５または冷却部材１１ａで発生する温度
障害をより正確に検出することができる。
【００３４】
図９に示すように、制御手段２８によって切り替えられる第３信号切替手段（ＳＷ）６１
を設け、共通のレベル検出手段２６’によりパイロット信号のレベルを検出してもよく（
請求項８）。この場合、さらにレベル検出手段を節減することができる。
なお、図９では図１の実施例を基にしているが、図２乃至図８に示す構成例においても同
様の効果が得られる。
【００３５】
また、図示していないが、第１ＲＸＦ４を構成する際、超電導材料として高温超電導体を
成分に含む材料を用いることができる（請求項９）。高温超電導体としては、例えば銅酸
化物を成分に含む超電導体がある。高温超電導体の中には超電導状態が達成される臨界温
度が１００Ｋを超えるものもあり、このような超電導体では、例えば液体窒素の沸点７７
．４Ｋ程度に冷却するだけで超電導状態が得られるため、冷却手段１１の冷却能力を緩和
できるとともに、より小形で、かつ安価な極低温冷凍機が使用可能となる。その結果、高
信頼無線受信機を小形かつ安価に構成することができる。
【００３６】
【発明の効果】
▲１▼　以上述べたように、この発明では常時パイロット信号を第１ＲＡ５に入力し、そ
の出力レベルを監視することによって、第１ＲＡ５の障害を検出し、予備系に切り替える
ことができる。
▲２▼　また、温度検出手段１５を熱遮蔽函内に設けて、温度監視することによって冷却
手段１１の障害を検出し、予備系に切り替えることができる。
【００３７】
▲３▼　パイロット信号を予備系の第２ＲＡ１５に入力し、その出力レベルを常時監視し
て正常か否かを検知することにより、信頼性の高い保守を行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】請求項１の発明の実施例を示すブロック図。
【図２】請求項２の発明の実施例を示すブロック図。
【図３】請求項３の発明の実施例を示すブロック図。
【図４】請求項１０の発明の実施例を示すブロック図。
【図５】請求項４の発明の実施例を示すブロック図。
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【図６】請求項５の発明の実施例を示すブロック図。
【図７】請求項６の発明の実施例を示すブロック図。
【図８】請求項７の発明の実施例を示すブロック図。
【図９】請求項８の発明の実施例を示すブロック図。
【図１０】従来の高感度無線受信機を示すブロック図。
【符号の説明】
１　　アンテナ
１ａ　　アンテナ結合部材
２　　アンテナフィーダ
３　　第１信号切替手段（ＳＷ）
４　　第１受信帯域フィルタ（ＲＸＦ）
５　　第１受信低雑音増幅器（ＲＡ）
６　　第２信号切替手段（ＳＷ）
７　　出力端子
８，９　　終端器
１０　　熱遮蔽函
１１　　冷却手段
１２　　第１電源端子
１２’　共通の電源端子
１３　　第２電源端子
１４　　第２受信帯域フィルタ（ＲＸＦ）
１５　　第２受信低雑音増幅器（ＲＡ）
１６　　第３電源端子
１７　　制御端子
１８　　筐体
２１　　パイロット信号発生手段
２２　　第１パイロット信号注入手段
２３　　第２パイロット信号注入手段
２４　　第１分配手段
２５　　第２分配手段
２６　　第１レベル検出手段
２６’　共通のレベル検出手段
２７　　第２レベル検出手段
２８　　制御手段
２９　　手動切替手段
３０　　（警報）端子
３１　　電源分配手段
４１　　電力分離フィルタ
４２　　電力安定化手段
５１　　温度検出手段
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】 【 図 ５ 】
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【 図 ６ 】 【 図 ７ 】

【 図 ８ 】 【 図 ９ 】
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【 図 １ ０ 】
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